
平成２４年第２回府中町議会定例会 

会 議 録（第３号） 

 

１．開 会 年 月 日     平成２４年６月１５日（金） 

２．招 集 の 場 所     府中町議会議事堂 

３．開 議 年 月 日     平成２４年６月１９日（火） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

４．出席議員（１８名） 

   議長  中 村  勤  君     副議長 中 井 元 信 君 

   １番  慶 徳 宏 昭 君     ２番  岩 竹 博 明 君 

   ４番  木 田 圭 司 君     ５番  益 田 芳 子 君 

   ６番  吉 田 美江子 君     ８番  小 菅 巻 子 君 

   ９番  梶 川 三樹夫 君    １０番  繁 政 秀 子 君 

  １１番  山 口 晃 司 君    １２番  林    淳  君 

  １３番  山 西 忠 次 君    １４番  中 村 武 弘 君 

  １５番  西 山 光 雄 君    １６番  西   友 幸 君 

  １７番  上 原  貢  君    １８番  加 島 久 行 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．欠席議員（０名） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．付議事件 

  １ 会議録署名議員の指名 

  ２ 一般質問 

  ３ 議員提出第２号議案 無免許運転に対し抑止効果のある法改正を求める意見書 

              について 

  ４ 議員提出第３号議案 「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書について 

  ５ 議員提出第４号議案 「防災・減災ニューディール」による社会基盤再構築を 

              求める意見書について 

  ６ 議員提出第５号議案 消費税増税に反対する意見書について 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

- 1 - 



７．説明のため会議に出席した者 

      町 長   和多利 義 之 君 

      副 町 長   佐 藤 信 治 君 

      教 育 長   高 杉 良 知 君 

      総 務 部 長   寺 尾 光 司 君 

      企 画 財 政 部 長   高 石 寛 智 君 

      生 活 環 境 部 長   木 谷 賢 二 君 

      福 祉 保 健 部 長   権 現 通 洋 君 

      建 設 部 長   森 島 正 二 君 

      向洋駅周辺区画整理事務所長   佐々木 久 氏 君 

      消 防 長   中 村 克 司 君 

      教 育 部 長   林   健 三 君 

      総 務 部 次 長   谷 崎 文 男 君 

      生 活 環 境 次 長   梶 川 幸 正 君 

      建 設 部 次 長   和 田 敏 信 君 

      向 洋 駅 周 辺 区 画 整 理 事 務 所 次 長   河 中 健 治 君 

      建 設 課 長   三 浦 和 治 君 

      補 償 課 長   金 光 一 隆 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．職務のために会議に出席した者 

      議 会 事 務 局 長   花 田 智 史 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

９．議事の内容 

（開議 午前 ９時３０分） 

○議長（中村 勤君） 皆さん、おはようございます。開会前ですが、林議員から写真

撮影の申し出がありましたので、許可しております。 

  ただいまの出席議員１８名で定足数に達しておりますので、議会は成立いたしてお

ります。よって、平成２４年第２回府中町議会定例会第３日目の会議を開きます。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程でございますが、お手元に配付いたしております日程で会議を進め
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てまいりたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議なしと認めます。よって、議事日程のとおり会議を進め

ることと決定いたしました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日は、１０番繁政議員、１１番山口議員を指名いたします。よろしくお願いをい

たします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第２、一般質問を議題に供します。 

  建設関係の質問を行います。 

  建設関係、第１項、向洋駅周辺土地区画整理事業の進捗について、１５番西山議員、

１２番林議員の質問を行います。 

  初めに１５番西山議員。 

○１５番（西山光雄君） 皆さん、おはようございます。きのうから信じられないこと

が起きて、きょうは精神的に疲れましたけど、頑張っていきたいと思いますので、よ

ろしくお願いします。 

  質問事項、向洋駅周辺土地区画整理事業の進捗についてお尋ねします。 

  質問趣旨、向洋駅周辺土地区画整理事業も、平成１９年度から駅北側の整備が進み、

平成２３年度の棟数ベース進捗率は約３９％、平成２４年度には４８％の予定と報告

を受けている。 

  ＪＲ連続立体交差事業は、平成１９年度に工事の完了年次を平成２７年度から７年

延伸し、平成３４年度に変更されたが、今回、広島市の全庁的な事務事業の見直しが

行われることとなりました。このことにより、再度、延伸の可能性も否定できない。 

  駅北側地域については、連立事業による影響はないと思うが、仮に延伸された場合、

南側地域の整備はどのような影響があるのか聞きたい。 

  １、平成２４年度から予定している仮換地指定に影響が出るのか、また影響がある

場合の対応はどのように考えているのか。 

  ２、連立事業が仮に延伸された場合、区画整理事業のどの部分に影響があるのか。

また、影響がある場合の対応はどのように考えてるのか。 
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  質問します。 

○議長（中村 勤君） 続いて、１２番林議員。 

○１２番（林  淳君） 皆さん、おはようございます。私の一般質問の表題は、区画

整理事業費の見直しの公開をということで、今から質問する趣旨は、町民の皆さんに

広く実態を明らかにして、理解を求めてはどうかというのが趣旨であります。 

  皆さん御存じのように、私は都市問題特別委員です。しかしながら、この質問はま

ちづくり事業全体にかかわる、特にこの事業はハードといってもいいんだけども、ソ

フトにまで累が及ぶのではないかということで、あえて一般質問にこのテーマを取り

上げました。 

  府中町始まって以来の大きな事業、向洋駅周辺の区画整理事業は、平成１４年に総

事業費１３９億円、期間は１４年間の計画でスタートしました。しかも、この区画整

理事業は、東部立体交差及び関連都市街路事業をあわせて３事業が相互に関係する三

位一体の事業となり、広島県、広島市、府中町、そして海田町、それぞれ規模も財政

も異なる自治体が集合して進めるので、当初から足並みが乱れるという懸念は、私は

持っておりました。果たせるかな、財政難が原因で、まず連立交の事業が７年間延伸

され、事業の完成が当初の予定である平成２７年度から３４年に繰り延べされました。

さらに、昨年、連立交の見直しをするという広島市、広島県からの申し入れがあり、

今年度連立交事業は１年間中断しています。見直しの内容はいかなるものか、皆目見

当がついていません。 

  一方、府中町が事業主体となっている区画整理事業は、この１０年順調に進んでま

いりました。ところが、ことし２月、都市問題特別委員会で総事業費が当初の見込み

１３９億円を約５０億円上回り１９０億円になるとの見通しが明らかにされました。

続いて６月１日、都市問題特別委員会で、不足額は約５３億６，０００万円、事業費

総額は１９２億１，０００万円になること、あわせて事業費の増額となった要因及び

増額となる財源の内訳の見通しについて、町の報告を受けたところです。しかし、こ

の見直しもまだ最終決定とは言えず、国の補助金や町債の発行については、まだ若干

詰めの交渉が残っており、町の報告では、７月末には確定するということでした。こ

の区画整理の完了予定は、残る１０年の３４年度でちょうどことし中間年に当たって

います。 

  そこで、町長にお伺いします。区画整理について、この際中間総括を行い、何らか
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の形で町民に報告をし、理解を求めることが必要ではないかと思っています。町長の

お考えを聞かせてください。 

  このたびの区画整理事業見通しで約５３億円の事業費が増額となり、私の試算では、

このうち約４４億円が町負担となるのではないかと思います。このことが町民の暮ら

し、特に福祉、社会保障、教育等にしわ寄せされることが懸念されるところです。こ

の点について町長のお考えを聞かせてください。 

  そもそも区画整理の最大の売りは、向洋駅を中心に府中町の東の玄関としてにぎわ

いをつくり出すことがありました。今では西のイオンモールに対応するものと位置づ

けられると思います。道路網の整備、渋滞の解消、町の景観、鉄道によって分断され

た人々の往来の回復など、効果は多々あると思います。しかし、東の玄関として、向

洋区画整理によって、下町の風情を残し、温か味のあるにぎわいをつくり出すのが一

番の眼目だし、そうしてこそこの区画整理事業が実施してよかったと高く評価される

のではないかと考えます。この点について、町の夢と抱負を語っていただきたいと思

います。 

  以上で質問を終わります。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  区画整理事務所長。 

○向洋駅周辺区画整理事務所長（佐々木久氏君） おはようございます。向洋駅周辺区

画整理事務所長。１５番西山議員の御質問にお答えいたします。 

  御質問は２項目ございますけども、これらは密接に関連しておりますので、一括し

て回答させていただきます。 

  議員も既に御存じのように、連続立体交差事業、高架化の施工順序ですけども、現

計画では、北側に仮線４線を確保した後に、南側２線の高架を立ち上げ、下り２線を

高架に移します。次に、上り２線の高架を立ち上げ、北側２線を高架に移し、最後に

仮線を撤去して、仮線跡地に道路整備を行うことになります。現在、県は広島市東部

地区連続立体交差事業の見直し検討中であり、公式発表では延伸するとは言っておら

れませんが、仮に延伸されれば、北側地区の仮線区域内の区画整理工事も連動してお

くれることになります。この場合、仮線区域内に換地されている権利者の方々の画地

というのは、使用収益ができないということになってまいります。 

  さて、南側区域につきましては、区画道路の一部が現在の鉄道敷に配置する計画と
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なっていることから、南側２線の高架工事が完了しなければ、区画道路の整備ができ

ず、この道路に面した画地の使用収益が開始できなくなります。これらのことから、

連続立体交差事業のおくれが生じた場合には、北側、南側につきましても、区画整理

事業に多大な影響が発生してまいります。 

  また、現位置換地以外、いわゆる移転を必要としない方々ですけども、これらの権

利者の方々には、いわゆる動いていただく方ですね、には移転していただくわけです

けども、移転していただいてから工事完了までの期間は仮住まいをしていただくこと

になります。区画整理事業を予定どおり進めていった場合に、仮に連立事業が遅延す

れば、仮住まいしていただく期間が長期間に及んでしまいます。この長期間の仮住ま

いを避けようと思えば、連立事業がおくれを取り戻すまで移転していただくことを取

りやめることも必要になります。つまり、これは区画整理事業の中断を意味してまい

ります。 

  したがいまして、このような事態にならないような事業展開が必要となります。県、

市から事業の見直しの内容やスケジュールなどについて方向性が示されていない状況

においては、連続立体交差事業に極力影響されず、区域内の方々の負担がかからない

ような事業計画を模索する必要があることから、いろいろな条件を想定して対応策を

現在検討しておる最中でございます。 

  また、今年度南側区域の仮換地指定を行う予定としていますが、仮換地の指定を今

年度に行うのがよいのか、あるいは仮換地指定を南側区域全体とするのがよいのか、

または段階的に部分的指定をしていくのがよいのか、それらを含めて現在検討を行っ

ている最中でございます。 

  町の対応としましては、区画整理事業の影響を受けにくい連立事業の見直し内容と

なるように、県、広島市に対し強く要望してまいります。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） １２番林議員の御質問にお答えをさせていただきたいと、こ

のように思います。 

  まず、１点目でございますけれども、区画整理の事業費が地価の下落や当初の見積

もりのギャップにより大幅な見直しを余儀なくされたが、国への陳情により、社会資
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本整備総合交付金や起債の増額が認められる見通しとなり、引き続き事業を進めるこ

とになりました。 

  しかし、このような大きな変更があったことについて、町民にその経緯を説明すべ

きではないかと、こういうことでございますが、基本的に申し上げますと、こうした

大幅な変更については、私も説明をしていく必要がある、このように考えております。

とは言いつつも、現在、事業変更計画の手続を行っております。先ほど林議員もおっ

しゃっておられましたように、７月に承認がある予定になっておりますので、そうし

た承認があり次第、何らかの形で町民への報告をし、理解をしていきたいと、このよ

うに考えております。 

  ２点目の増額された５３億円の事業費により、福祉、社会保障、教育費が影響され

ることはないかとの質問でございますが、影響が１００％ないとは申しませんが、私

はほとんど影響がないようにしたい、このように思っておるということでございます。

といいますのは、今回国に陳情して増額となった社会資本整備総合交付金は３０億円

近くに及びます。内訳としては、移転補償費、公園の用地費、道路整備費など、当初

計画では補助対象として認められなかった事業費がこのたびは補助対象となり、地価

の下落分の補てんをはるかに上回る助成をいただいたということになったということ

でございます。また、起債についても大幅に認めていただいたということで、大きな

事業ですが、今まで以上に事業が取り組みやすくなったと、こういうふうに思ってお

るということでございます。 

  しかしながら、今まで認められていなかった起債が大幅に認められることになった

ことにより、公債費が増加するという御心配をされる向きもあるかもしれませんが、

既に発行している揚倉山運動公園や街路事業、さらに広域ごみ行政で、これは負担金

で出ておりますが、これも十数年がたって、もうしばらく、いわゆる五、六年で償還

をしてしまうということでございますので、十分区画整理費の公債分は吸収をするこ

とができると、こういうことになります。 

  それと、区画整理は事業期間が非常に長いわけでございまして、３年据え置きで逐

一償還をしていくものですから、大きく積み上げるということにはならないというこ

とも言えると思います。これらのことで他の事業には大きな影響を及ぼすことはない

と考えるとともに、むしろ景気次第では新事業にも取り組みができるということに、

景気次第ではですよ、そうなればと、そういう期待感も持った今回のアクションだっ
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たと、こういうことでございます。 

  それから、３点目でございますが、土地区画整理事業による町の南部のにぎわいの

まちづくりに向けて、町の夢と抱負を語ってほしいと、こういうことでございます。

この区画整理は言うまでもなく、地域の基盤の整備をするということともに、用途が

近隣商業地域とすることによって、商業や起業活動が容易になるということと、道路

や高架を整備をしますので、利便性が高まり、人々がたくさん集まってくる要素が生

まれてくると、こういうことも想定をさせていただいておる。また、この事業によっ

て、府中町の南部のみならず、広島市、青崎や船越地区を含めた周辺の中心的な役割

を果たすことも想定がされるということでございます。一口に申し上げますと、人が

集まるところはにぎわいがあると、こう解してもいいんではないかなと、こういうこ

とでございます。また、今後はスーパーとか企業の営業所の進出等に向けて、何らか

のアクションを起こしていかなければいけないんではないかと、このように思います。 

  例えば、広域圏の協議会、こういうのがございますが、この中では観光とか企業の

誘致とか、人事交流とか、こういうことがあるんですが、その中に特に地域間競争と

いう形の中で企業の誘致という項目がございます。また、県の商工労働部がございま

すが、ここの局長さんは府中町の出身なんです。いつも親しくしとるんですが、定年

までそう長くはないんですが、今のところ非常に親しくさせていただいておると、こ

こらとの連携を密にしていくと、こういうふうに考えておるところでございますが、

こうしたことがうまくいきますと、簡単に言いますと、はね返りが非常に大きくなる

ということにもなります。また、起債の償還にも寄与するし、さらには長い将来まち

づくりという面にも大きく寄与してくれると、こういうことにつなげていかなければ

いけないと、こういうように考えておるということでございます。 

  大体質問をいただいた中には、答弁にかえたいんですが、中にちょっと特殊な文言

が入っておりまして、５０億円が、事業見直しをしなければいけなかった要因は何か

と、こういうようなこともございました。これは簡単に言いますと、大きな事業はよ

うあることで、見積もりがうまくいってないと、県のバックデータはやっぱ り

１９０億円になっとるんじゃそうで。うちの計画をした業者が見積もりを甘く見たと、

こういうことが今の大きな要因ということでございます。 

  当初５０億円も多くあるんだったら、私もスタートの時点でもっと考え方があった。

例えば、今の区画整理を半分にするとか、あったんですが、これは惑わされたという
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ことでもございますけれども、そうは言いながらも、今先ほど申し上げましたように、

何とか今日になって仕上げていかなきゃあいけないと、こういう決意で取り組みをさ

せていただいとるということで御理解をいただきたいと、このように思います。 

  それと、５０億円余りの４４億円が府中町の持ち出しになる、こうおっしゃったん

ですが、いわゆる地価の下落分、何かほかの要素について考えるならば、やっぱり私

は半分は確保できたんじゃないかと。見方によると思うんですけれども、先ほども言

いますように、いずれにしても助成を３０億円近く、さらに起債を何ぼか、認められ

ないと言われたものを認めていただいたということで、極めてこの事業を含めて、他

の事業も取り組みやすくなったと、こういうふうに私は考えておりまして、いろいろ

物の角度から見ると、間違いとは言いませんが、私はそういう物の考え方をしておる

ということを申し上げて答弁にかえさせていただきたいと、このように思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） １５番西山議員、２回目の質問、どうぞ。 

○１５番（西山光雄君） 答弁ありがとうございました。 

  私も議員になって１２年目も終わろうかとしてますけども、当初から皆さんにはこ

の向洋駅再開発事業は早くやっていただくように、要請をずっとしてきました。前も

何回も話ししましたけど、マツダの社員であるときは、向洋駅でうちの社員が１万人

以上が朝夕利用するわけですけれども、やはり今のあの狭い道等ありまして、本当地

域住民の方から苦情をずっと受けてきました。やはり何かの改善をする必要があるん

で、現役のときには２年間にわたって横断幕を持って、社員に右側を歩きなさいよと

か、横断歩道を渡ってくださいよと訴えてきましたけれども、あの１万人以上の人間

があっこにおりてくると、とてもじゃないですが、もう物理的に不可能でした、これ

はもう訴えてきました。中に社員は、何で横断歩道を渡っちゃあいけんのかというよ

うな社員もいまして、当然わたる権利があるわけですから、非常に悩みながらやって

きました。 

  そうした中、やはり私としては、南側の地域は特に早くスピードアップしていただ

いて、ことしの予定、２４年度の予定は仮換地の予定でありましたし、ぜひいろんな

問題があったとしても、ぜひともスピードを緩めることなく、困難なことは重々承知

しております。ですから、町長、副町長、佐々木所長には常に強く要望して、これは

要望ですけれども、一日も早い完成を目指して頑張っていただきたいと思います。よ
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ろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） 町長、所長、よろしくお願いいたします。 

○町長（和多利義之君） わかりました。 

○議長（中村 勤君） １２番林議員、２回目の質問。 

○１２番（林  淳君） 町長、答弁ありがとうございました。１点目の町民に区画整

理事業費の５３億円ふえたということについての経緯並びに要因とか、あるいは財源

の手当てができた等も含めて、私自身、町長の言葉ですが、町民に伝え、理解を求め

たいというふうにおっしゃっていただきました。和多利町長のいいところは、町民に

うそ隠しをしない。すべてやっぱり公開、陽の当たる場所でやっぱり行政をやってい

くっていうのは、一貫して僕は追求されてきたと思いますので、今回の件についての

町長の態度もやっぱり非常に好ましいものだというふうに思います。 

  ２点目については、要するに町の負担分の問題についても、これまでいろいろ大き

な事業の債権が解消されて、償還がなってですね、数年後にはほとんどそういうもの

がないので、町民の生活に大きな支障はないという見通しでした。それは本当にそう

いうふうになればいいことだというふうに思ってます。 

  ただ、町長はこの本会議場で、いつでしたかね、金曜日でしたかね、その発言の中

にあったと思うんですけども、町長自身も今はまちづくりのファンダメンタル、基本

的なところをきちんとすると、それは恐らく四、五年ぐらいで見通しが立つだろうと、

その後にはそういう事業はほぼ終わって、言ってみれば、ハードからソフトへ、福祉

とか社会保障とか教育、そちらのほうにお金が回せるという時期が来るであろうとい

うことをおっしゃいました。 

  ただ、そこ私はちょっと違うんですね。というのは、例えばことしの３月の議会で、

私の質問は、町の職員の賃金カットをするというときに、私は反対の討論に参加した

わけですけども、そのときの質問に対して、こういう質問でした。府中町職員の一番

ピーク時と今度の賃金ダウンによって、その格差はどれぐらいか。そのお答えは

７０万円でした。要するに、今の職員は恐らくこれは何年というふうに言われなかっ

たけど、９７年ごろだと思います。９７年に比べて、今、町の職員の平均給与は

７０万円ダウンしたという話でした。 

  いろいろ経済学者の資料とか本なんかを読んでみますと、大体民間の被雇用者の賃

金が、幾つか説があるんだけど、大体６０万円から７０万円ぐらいの間で一致してる
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んです。だから、ほぼ府中町の職員もそう。ということは、町民全体の収入もそうな

ってるんですね。府中町民の働いている人たちの平均給与は、ピーク時に比べて大体

やっぱり６０万円から７０万円ぐらい減ってる、それだけ生活が苦しくなってるとい

う意味です。 

  もう一つは、この間、例えばさまざまな、例えば国保税も上がってます。介護保険

も上がっておる。保険料も上がってます。後期高齢者医療保険も上がってます。だか

ら、給料が減った上にそういう重い負担が二重に重なって町民を苦しめてる状態だと

いうふうに思うんです。 

  言いたい趣旨は、町長は四、五年まで我慢してくれよっていうふうにおっしゃった

と思うんだけど、もう我慢ができないところへ町民の暮らしは追い詰められてるんだ

というところが、僕と町長の認識の差があるのかなと思うんだけども、だから、一口

で言えば、ハード面の町長の意味はよくわかります。それは大事です。しかし、今ち

ょっとかじを曲げて、やっぱりソフトに、ソフトを重視っていうところに若干でもや

っぱりかじを切っていく必要があるんじゃないかと、今まさに町民は、ある意味では

塗炭の苦しみというのか、生活の苦しみにやっぱりあえでる。今恐らくここ二十数年

の間でどん底ですよね。そういうことを御理解いただいて、ソフトに目を向け十分配

慮していただきたいということを要望したいんですが、もしお考えがあれば。先ほど

言われた中で若干その答えは半分ぐらいあるんだけども、もしお考えがあれば聞かせ

ていただきたいというふうに思います。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 町長、何かございますか。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） 確かに社会が長年停滞をしておりまして、職員給与も民間給

与もかなりベースが下がっておる。そうしますと、やっぱり地方税収もそれにつれて

下がっとる。したがって、常々言いますように、私が何とかこの時代に合った改革を

しなきゃあいかんということで、業務の民営化とか、事業の見直しとか、管理費の見

直しをやってきて、かなり減額分を吸収したんですけれども、それでも間に合わんと、

それが今国も下がっとるもんですから、臨時財政対策債に変わってきとると、こうい

う形になってる。これがいいとか悪いとか言いませんが、これは長くこういう体制の

中でまちづくりはできないということなんです。したがって、今、国も通常国会が終
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盤になって、いじもじしておりますけれども、消費税を取れとは言わんが、やっぱり

これからの時代を考えたときには、税の抜本改革、これはしていかんと国も地方も成

り立たんと、こういうのが今日の時勢ということでありまして、私もつい先月４選を

果たさせてもろうて、これから大変な今の時代の中でございますから、一層しかけて

おるこの改革も仕上げていきながら、また何とかひるまず、国税も活用しながら、出

しゃばらんように、その最大限の努力をして、やっぱり地域の活力をもたらし、これ

は安定したまちづくりの大きな一環ということに基本的には考えてる。 

  したがいまして、おっしゃるように、ハードからソフトへもっと早くやれと、こう

いうことでございますが、今そういう時勢の中で何ができるんか、先ほどもひょっと

したら新事業にも取り組めるかもわからんと、今回も体制整備の中でこういうことを

申し上げております。いろいろまた論議をしながら、知恵を絞って、新しい時代へど

ううまく軟着する、離陸するかと、こういうことで、ともに知恵を絞りながら、努力

をさせていただきたい、こういうことでお答えにかえたいと、このように思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） １２番林議員、よろしいですか。３回目の質問。 

○１２番（林  淳君） 町長も御存じだと思うんですけども、去年だったかな、マン

ション業界が四国４県、中国５県、９県合わせて、たしか７項目にわたってだと思う

んですが、例えば子育て、教育だとか、閑静だとか、静かだというんですね、町がね、

だとか、それから利便性とかいう項目で一体どこが住みやすいんかというんで、実は

府中町が１番だったんですね。びっくりしました。誇りに思いました。だから、一つ

はそれを守り抜きたい、それからもう一つは、もっとよくしたい、そういう思いで町

政に議員として参画しているつもりでおります。そういう意味で、引かないように、

前に、「人がきらめき、町が輝く、オアシス都市 府中町」をともにつくり上げてい

くために頑張りたいということを述べまして、終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第１項、向洋駅周辺土地区画整理事業の進捗について、

１５番西山議員、１２番林議員の質問を終わります。 

  続いて、建設関係、第２項、生活道路・歩道の整備について、２番岩竹議員の質問

を行います。 

  ２番岩竹議員。 

○２番（岩竹博明君） 皆さん、おはようございます。生活道路・歩道の整備について
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という質問をさせていただきます。 

  趣旨でございますが、町内には４メートル未満の道路が数多くあり、その上に電柱

があるなど、道路幅が一段と狭くなっています。災害時や火災発生時に消防車や救急

車の進入ができない地域が多く、防災上危険で、緊急医療活動にも支障を来している

状況であり、今後も財政面に考慮しながら、積極的な対応をすべきと思うが、考えを

伺います。 

  また、バリアフリー化が叫ばれて久しいんですが、歩道に関しては、車道と歩道の

段差があり、電動車いすが乗り入れられない歩道が多く、健常者でも複雑な急傾斜で

歩行が困難な状態のことがあり、身障者にとって大変危険なことです。 

  弱者に優しいまちづくりを進めるためにも、ぜひ十分な幅と平たん性の確保、舗装

の改善、歩道内の障害物の撤去、歩道内の電柱の移設など、町として取り組んでいた

だきたいが、どのようにお考えかお伺いをいたします。よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  建設部長。 

○建設部長（森島正二君） ２番岩竹議員の生活道路・歩道の整備についてお答えをさ

せていただきます。 

  府中町には道路幅員が狭い町道が多く、町道の総延長は約１１１キロメートルのう

ち、幅員の４メーター未満の狭隘道路の延長は約３８キロメートルあり、全体の約

３４％に相当をいたします。 

  この幅員４メーター未満の狭隘道路の問題点としまして、火災時の延焼危険性や震

災時の家屋倒壊による閉塞危険性が高いことなどがあり、防災上の安心・安全の確保

をするためには、狭隘道路の拡幅が必要であると考えられます。幅員４メーター未満

の道路に接している敷地で建物を建築しようとする場合、道路の中心線から２メート

ルの道路境界線とみなし、セットバックして建設することができます。しかし、この

みなし道路部分は個人の土地であるため、門、さく、塀などが設置してあり、道路幅

員は以前のままといったケースが多いのが現状でございます。 

  府中町におきましては、この狭隘道路を解消するため、今年度から狭隘道路拡幅整

備事業を開始をいたしました。御存じとは思いますが、この狭隘道路拡幅整備事業は、

道路幅員が４メートル未満の狭隘道路の解消による安全な市街地の形成を図ることを

目的として、国土交通省から地震時等において、大規模な火災の可能性がある、重点
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的に改善すべき密集市街地として公表された町域約４１ヘクタールのうち、避難所に

近接した本町三丁目地区、約５ヘクタールをモデル地区として施工する事業でござい

ます。 

  事業概要は、幅員４メーター未満の道路に接する建築物の建てかえ改築にあわせて、

道路中心線から２メートルの道路後退線と道路境界線に挟まれた土地の買い取り、及

び門、塀などの除去、または移設に伴う補償金の支払いを行うものでありますが、こ

の事業は土地所有者から町への申し込みの後、協議が成立した場合に限り行うもので

あり、強制的なものではございません。 

  これまでの経緯につきましては、平成２２年９月７日に全員協議会におきまして事

業概要の説明を行い、１１月２５日に総社会館において関係者を対象に事業説明会を

行い、その後、平成２４年２月１０日に府中町狭隘道路の拡幅整備の促進に関する要

綱を制定をいたしまして、２月２３日に２回目の事業説明会を行いました。 

  また、広報ふちゅうや府中町ホームページに事業実施の記事を掲載するなどの周知

を行い、新年度となる４月２日から買い取り要望の受け付けを開始をしたところ、当

日のうちに３件、現在まで計４件の要望がありました。現在、買い取り要望のあった

土地所有者と逐次現地立会を行っているところであり、今後は協議成立後に契約を行

い、道路の拡幅整備工事を行う予定といたしております。 

  また、将来的にはこの事業の対象地区については、財政面を考慮しながら、徐々に

拡大をしていくことを検討をしております。 

  次に、歩道に関しましては、道路の移動等円滑化整備、これは道路のバリアフリー

整備基準では、電動車、いすの利用者の基本的な幅として、静止状態で７０センチメ

ートル、通行時で１メートル、電動車いす同士が離合する場合には、２メートルの幅

が必要となります。 

  また、横断歩道等に接続する歩道等の部分の縁端は、車道等の部分より高くするも

のとし、その段差は視覚障害者が歩車道境界部を白杖、これ白いつえでございますが、

白杖や、足により容易に認識できるように、高さ２センチメートルを標準に段差を設

けることといたしております。現在、平成２３年度から町道鶴江鹿籠線の歩道改良工

事を本町地区から南側へ順次行っておりますが、歩道の有効幅員が３メートル未満と

なる箇所においては、歩道内の植樹等を撤去しまして、３メートルの有効幅員を確保

するよう整備をいたしております。 
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  また、歩道の勾配につきましても、歩車道境界ブロックの設置がえなどを行い、平

たん性の確保や乗り入れ段差の解消を図っております。少しずつではありますが、改

良していくよう努力をいたしておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ２番岩竹議員。 

○２番（岩竹博明君） 狭隘道路、歩道段差のこの改善の問題は、これまでにも何人か

の議員さんも質問されてきているんですが、これはエンドレスなんですよね。そこの

危険箇所を１カ所直したと、そうするとまた経年劣化でだめになってくると、ほかの

ところもだめになってくる、ということで、随時施していかないと改善はできていか

ないと思います。 

  １つ聞きたいのは、現在そういう危険箇所を把握してるのか、また定期的に補修と

かそういう計画があるのか、ここをお聞きしたいんです。確かに私もこれから高齢化

が進んでいきますので、足腰が弱い方、また身障者の方も多くなってきます。本当に

歩道の段差、車道と歩道との段差、ここらは危ないですね。 

  それと、先ほど答弁の中で、申し入れがないと、働きかけがないと着手できないと

言われました。町としてもここはこうしてほしいんだということを所有者に対しても

働きかけをするんかどうかですね、ここらをお聞きしたいんですが、よろしくお願い

いたします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  建設部長。 

○建設部長（森島正二君） 再質問でございますが、まず、そういう歩道が狭いとか、

歩車道の高さがある程度あるということ、危険箇所について把握をしておるかという

ことでございます。これにつきましては、町としては把握をいたしております。 

  特に思っておりますのは、八幡川沿いのツタヤ安芸府中店の前とか、ここは歩車道

の幅員が２メートル、これは八幡川等がございまして、それらの関係で歩道２メート

ルがいっぱいであると、張り出しておりますので、いっぱいであるということで、そ

れと民有地等の高さが今決まっておったりして、非常にちょっと歩車道に段差がある

という、ここについては一応、一つはそういう危険箇所なんかなということで把握を

いたしております。 
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  それとか、あとスパーク浜田店等ですね、この街路、これは都市計画道路で青崎池

尻線でございますが、それらの歩道幅員につきましても、通常２メートル、最低でも

２メートル必要である歩道幅員が１メーター５０余りしかないということで、これに

ついては、ここの部分については、右折れ車線等は現在区画として表示はしておりま

せんが、それら等ができるような形での車道幅員になっておるということで、歩道幅

員がとれてないと。それと段差もあるということで、これらについても、できれば歩

道を広くしたいということではございますが、これについては当然これをするという

ことになりますと、民有地の当然買収もお願いする必要があるということもございま

すので、なかなかそれらの協力を得ないと、またできないと。また、これについては

また県道でもあるということでもございますので、その辺の調整も必要であるという

こともあるわけでございますが、多々やろうとしてもいろんな問題があるということ

で、現在できていないわけでございますが、そうは言いましても、特に歩車道の段差

につきましては、先ほど申しましたように、いろいろ今は構造物等も新しいものがで

きておりまして、極力段差がないような形で整理は少しずつでありますが、整理をし

ていきたいということでございます。 

  それともう一つ、狭隘道路整備事業のことについてでございます。これについては

先ほども説明させていただきましたが、あくまでも本人の申し出によって、申し出を

受けて初めて行政のほうが調査をして、補償金の提示をして、了解を得ていただいた

方について、そこで初めて工事をさせていただくというものでございまして、こちら

から行政側から、どうですか、どうですかという形で進めていくというものではござ

いませんので、あくまでも町民の方から御要望があった方について、順次その単年度

の予算の範囲内で整理をさせていただくというものでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  ２番岩竹議員。 

○２番（岩竹博明君） 申し入れがないとできないというのもちょっとおかしな話じゃ

ないか思います。こちらからも要望、町の要望として、お宅はこうだからということ

で、所有者のほうにも働きかけはぜひ必要ではないかと思いますね。ぜひ、この歩道

の問題、車道の問題ですね、改善は第３次総合計画を策定する中でも、住民要望の上

位、第３位に挙げられておるんです。常に挙げられてますから、早急に一つずつ対策
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を練っていただきたいと思います。 

  以上で質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） よろしくお願いいたします。以上で、第２項も生活道路・歩道

の整備ついて、２番岩竹議員の質問を終わります。 

  続いて、建設関係、第３項、急傾斜地の行政対応について、１４番中村武弘議員の

質問を行います。 

  １４番中村武弘議員。 

○１４番（中村武弘君） 皆さん、おはようございます。今回の私の質問は、団地の名

前を出してはあれですけど、桜ケ丘団地で今起きてることについて、一般質問として

出させてもらいました。 

  桜ケ丘団地というのは、昭和４０年から４５年ごろに民間業者の開発した団地で、

４５年以上もたっている問題点の多い（聴取不能）団地です。裏山のがけ崩れで困っ

ている住民がたくさんおられます。 

  質問趣旨、急傾斜地崩壊対策事業は、急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命を

保護するために、急傾斜地の崩壊対策を実施し、民生の安定と県土の保全に資するこ

とを目的としています。 

  町内では、桜ケ丘地区の住民から長年にわたって対策事業を行うよう改善要望が出

されています。大雨が降り、強風が吹く都度、がけが崩壊するのではという不安感や

危機感を抱いている住民も多々あります。そこで質問いたします。 

  １、急傾斜地崩壊危険区域の指定条件は。 

  ２、国・県・府中町の補助制度は。 

  ３、府中町第３次総合計画や防災計画の位置づけは。 

  ４、桜ケ丘地区の崩壊対策が進まない理由は。 

  それから最後に、和多利町長にお聞きします。 

  今回の選挙では、「住んでよかった、住んでみたいまちづくり」をモットーに掲げ

られました。政治的な解決策はないものですか。もしあれば教えてください。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） １４番中村武弘議員の急傾斜地の行政対応について、
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お答えさせていただきます。 

  私のほうからは、３番目の府中町第３次総合計画や防災計画の位置づけは、につい

て答弁させていただきます。１、２番及び４番の質問事項については、建設部長から

答弁させていただきます。 

  それでは、府中町第３次総合計画や防災計画の位置づけは、についてでございます

が、府中町第３次総合計画の「安心な暮らし心地のために」では、災害に強いまちづ

くりの基本方針として、都市の防災機能を向上させるため、市街地の不燃化促進、避

難地、避難路の確保、急傾斜地対策等の都市防災対策を計画的に展開することとして

おり、具体的な施策として、山崩れ、がけ崩れなどの危険箇所の把握に努め、危険度、

緊急度に応じて、防災対策や指導を行うこととしております。 

  府中町地域防災計画では、災害危険箇所のうち、急傾斜地崩壊危険箇所として

５４カ所や、その他にも土石流危険渓流箇所なども把握しているところでございます。 

  以上で私からの答弁を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 建設部長、答弁。 

○建設部長（森島正二君） １４番中村武弘議員の急傾斜地の行政対応についての御質

問で、１番、２番、４番の質問事項についてお答えをさせていただきます。 

  急傾斜地崩壊対策事業の目的でございますが、急傾斜地の崩壊による災害から住民

の生命を保護するために、急傾斜地の崩壊対策を実施をし、民生の安定と県土の保全

に資することを目的としています。 

  まず、急傾斜地崩壊危険区域の指定でございますが、急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律に基づいて、がけの角度が３０度以上である土地で、かつ高さ５メ

ートル以上のもので、公共施設または５戸以上の人家がある急傾斜地で、急傾斜地崩

壊防止施設の設置または一定の行為の制限が必要と認められた区域について、都道府

県知事が指定をするものでございます。 

  国の補助金を受け県が施工する基準として、急傾斜地の勾配が３０度以上で、高さ

が１０メートル以上で、被害想定区域の人家１０戸以上あり、事業費が７，０００万

円以上のものとされております。 

  府中町内では、正観寺裏地区、これは茂陰二丁目でございます。山田一丁目地区、

龍仙寺の横でございます。これの２カ所が急傾斜地崩壊危険区域に指定をされ、急傾

斜地崩壊対策事業も既に完了いたしております。 
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  また、国の補助対象とならない急傾斜地崩壊対策事業でございますが、急傾斜地の

勾配が３０度以上で、高さが５メートル以上で、被害想定区域の人家２戸以上あり、

事業費が１００万円以上であれば、県の補助を受けて町が事業を行うことができます。

府中町が事業主体で行う工事では、公共施設関連区域であれば、個人の負担金は事業

費の１０分の１、その他の区域であれば、事業費の１０分の２の負担金になります。 

  府中町では、昨年までに桃山二丁目地区、石井城二丁目地区、清水ケ丘地区の３地

区において、急傾斜地崩壊対策事業を実施をしており、本年度青崎東地区で崩壊対策

事業を実施をしております。 

  議員御指摘の箇所につきましては、以前から桜ケ丘町内会会長等を通じて、急傾斜

地崩壊対策事業の要望がされてきております。当該箇所につきましては、事業実施に

必要な区域の土地所有者等の同意及び府中町災害復旧事業分担金徴収条例による急傾

斜地崩壊対策事業の受益者分担金の支払い等の諸問題が解決されれば、県の補助事業

の採択で事業が可能と思われます。 

  事業を行うに当たっては、住民の所有者及び地権者との相互理解が必要でございま

す。そのお互いの理解並びに用地等の承諾がない限り、この事業は不可能でございま

す。 

  したがいまして、府中町としては防災に対してはおっしゃるとおり、非常に懸念は

しているものの、具体的対策は民地の地権者であり、そして原因者でございます方に

お任せするほか、方法はないというふうに考えております。 

  町民の安心・安全を守る立場でおります府中町といたしましては、予算的制約がご

ざいますが、補助をしていただきます県等と十分協議をいたしまして、地域の要望等

にできる限りこたえられるように努力してまいりたいと考えておりますので、よろし

くお願いをいたします。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 町長。 

○町長（和多利義之君） １４番中村武弘議員から「住んでよかった、住んでみたいま

ちづくり」を追求する町長として、この今の急傾斜地を何とかできんのかと、こうい

う質問をいただいたということでございますが、先ほど建設部長が申し上げましたよ

うに、県の施策で本来は地権者が持つと、こういうことになるんですが、つい先般来

お話を聞きますと、地域が出してでもというようなこともちらっと聞いたんですが、
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なかなかうまくいかないということだろうと、このように思いますが、それがうまく

いけば、その手法はあるということにもなる。 

  私はこっけいな話をするかもわかりませんが、以前にここの地区が地域密着型の高

齢者施設を整備をしたいという造成計画を私のところへ持ってきて、説明したことが

ある。それはいいことだと言ったんですが、本当にそこの地形を見て、あれだけの施

策をやると福祉施設の採算が合うんかと、こういうことを申し上げたんですが、やっ

ぱりようやらなかったということでございます。しかし、私もちょうどあの崩壊する

裏側によう行くんが、あっこ山でもあり、下のほうはもう畑になってるんですね。畑

でひょっとしてこういうことは言わんほうがええんかもわからんのですが、仮に宅造

したとすると、これは不可能じゃない地域じゃないかと、私はこう思う。そうします

と、全部はできませんが、下のほうのところは造成すれば解決するという方法もある

んですが、そうは言いながら、やっぱりこの地形を見ると、今、大須上岡田線が榎川

で突き当たってストップしておりますが、これが上らん限りは進入路がとれんという

地形にもなっとるということです。やっぱりそういうことを考えると、月日の経過が

そういう形になってひょっとしたら解決できるかもわからん、大方が。そういう可能

もありゃあしないかというふうに私は考えとるということぐらいで、それ以上のもの

はないということでございまして、以上、お答えにかえさせていただきたいというこ

とでございます。 

  以上。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  １４番中村武弘議員。 

○１４番（中村武弘君） 町長、回答ありがとうございます。また、建設部長。ただし、

建設部長の回答は完全なる行政マンとしての回答しかなっておりません。民地だから

一切手を出さんというのが行政かもしれませんけど。先ほども桜ケ丘の町内会長さん

いう名前が出てきたんですけど、ここに要望書っていうのがあるんです。これは

２４年３月１６日にこれ建設部監理課へ出された要望書なんです。中身は、要するに

今言ってるところのがけの、ほいじゃけ以前に町がブルーシートをかけてるんですよ

ね。それが長年たって破れて、危険だから何とかしてくれっていうのを要望で出され

たんですが、行政のほうは一切民地のことだから関係ないって断られたそうです。そ

して、結局私のところへ何とかならないかということで来られて、名前を出してあれ
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かもしれませんけど、町長のところへお願いに行ったら、おかげで今回梅雨に間に合

いました。今度はシルバーのシートをほいじゃけ、もっと丈夫なシートかかっており

ます。 

  私もきょう質問するために、以前は見に行ったんですけど、もう一回思うて、きの

う行ったんですよ、現場へ。そして、きのうよりきょう朝２時ごろ随分と雨足が激し

くなりましたから、やっぱり気になって寝られませんでしたが。部長、上から見に行

って見てください。下から見たんじゃだめ。がけが今３０度と言われましたが、あれ

３０度でない、早よう言やあ絶壁ですよ。もうこうやってのぞいたら、下のあれが見

えるんだから。そして、高さが高いいうか、３階建てよりも高い。名前を出して悪い

んですけど、今言うように、ﾄﾞｲさんいうんですか。あれは一段高いところへ２階建

てを建ててがけになっております。その下で今一番気にしておられるのが、ﾅｶｶﾞﾜさ

んですかね。あれは一段低いところから、早よう言やあ３階建て以上、３階建ての屋

根以上のところががけの一番高いところです。いうことは、５メートルっていうよう

なもんじゃないですよね、普通大体１階が２メートル５０から３メートルですから。

それがもう絶壁状態ですよ。それで、どういう原因か知りませんけど、あそこは草木

が生えてないんですね、ブルーシートをしとるから。ほいじゃけんもう必ず雨が降れ

ば、土砂が崩れます。 

  そしてまた、行政に対して悪いんですけど、やっぱりこれ町内会長さんが言われて

出されてるんですけど、そこの住民さんが、大雨が降るたびに家に土砂が流れるから

撤去してくれって行政に頼んだんだそうですけど、民地上に流れた土砂は行政は知り

ませんとの返事で、文句があれば裁判にかけたらと言われたそうです。これは余りに

も行政として、そら知らんと言うよりも冷たいですよね。やっぱり何らかの解決いう

のをしてあげないと、それで今ブルーシートがかかってるんだと思いますけど。ここ

は今言うのは５軒以上という条件はあるはずなんです。あの高さのところはずっと下

からあります。ｼｹﾞﾀさん、ﾀｷｶﾞﾜさん、小林さんが２軒あって、ﾀｶﾞﾜさんがあって、ｲ

ｸﾀさんいうのは今留守ですが、ﾅｶｶﾞﾜさんがあって、ﾄﾞｲさんがあって、それが今度は

町道があってがけになっとるところがやっぱり四、五軒ありますよね。それで、あそ

こからも要望が出てるはずなんです。 

  一番の問題は、あそこに本来は昔、里道があったはずなんですが、ないんですよ。

今４５年ぐらい前で、いろいろあったんだろう思います。里道が後ろにあれば、それ
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に対する石垣なりいろいろ規制が入ってくるから、ないことにしてしもうたんだろう

と思う、もう完全にがけですからね。あの当時の行政がどうされたんか知りませんけ

ど、いろいろおかしいところもあるんですけど、それよりもまず現実に住んでおられ

る方がおって、それで確かにここ、年寄りの方いうか定年になった方がおられますけ

ど、今ﾅｶｶﾞﾜさんなんていうのは若い２代目の人で、子供さんが２人、小学校へ行っ

とります。やっぱりそういう方が住んでおられるし、もう家から２メートルと離れて

ないところがもうがけなんですよね。そら雨が降れば怖いです、はっきり言って。以

前聞いたんですけど、清水ケ丘に奥さんの実家があって、雨が降るときはあっちへ避

難するんじゃいうて言うてんですよね。 

  ですから、やっぱり何らかの解決っていうのは、そらいろいろお金もかかるはずで

すし、知らんというて逃げるわけにはいかないと思うんですよ。簡単には解決はでき

んと思いますけど。さっき町長が言われましたように、時間が少したつほうがいろい

ろ出てくるんではないかと言われますけど、ただ、現実にはもう梅雨に入ってきます。

ですから、やっぱり特に注意だけはしてあげてください、そして何らかのいい解決法

いうのを。地権者がはっきりわかるか、わからんかという話もあります。ほいで、今

言われるように、下の持ち主が費用を出してもいい話もあるんかもしれませんです、

やっぱりその辺をひとつもっと見やすい方法で解決できる方法があればと思いますし。 

  先日、広島市これ６月１４日の新聞に出ておったんですけど、がけ崩れ防止の無利

子融資、５００万円を上限に無利子で融資するっていうのが、この５月１５日からも

う広島市はやると新聞に出ております。やっぱりそういう面でも少しは府中町も考え

にゃあいけないんではないんですかね。今さっき言われたように、急傾斜地がまだ府

中町に５４カ所あるいうて、今まで直した３カ所いうのは、そらそれだけのものがあ

って、出る人だから直されたんであって、ですから、やっぱりいろんな面で、知らん

と言わずに、ぜひ関心を持ってあげてください。それで何かいい案があれば、教えて

ください。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  建設部長。 

○建設部長（森島正二君） 中村武弘議員からの再質問ということでございます。 

  先ほども申されたように、平成２４年３月１６日に桜ケ丘町内会長さんから、ブル

ーシートが破れてるということで、何とかやっていただけないかということで要望が
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ございました。一たんはこれは一応基本的にはこれ民有地ということで、一たんは蹴

ったという状況でございますが、そうは言っても、今から雨が降るということの中か

ら、建設部のほうの維持予算の中から一応支出をさせていただきまして、これは約

１３万円余りでございますが、一応２枚のいいブルーシートも使って、２枚シート張

りをさせていただいたということでございます。 

  また、今の箇所につきましては、町も先ほど上へ上がってみたんかという話で、こ

れは私はもう前々から私がこっちにかわってきたときから、実際、上に上がって下を

見ております。また、下から上も見ております。非常に５メーター以上あって、かな

り崩落している部分もあって、余りいい状態ではないという把握はしております。 

  このために、県にも出向いてこの地区が民有地であるということの中から、この県

の急傾斜地の対策事業として採択していただけるかという話も実際にしております。

これについては、県の話としましては、一応事業にはのれるんではないかということ

がございます。のれるんではあるんですが、一応これについては、基本的にはこの下

の権利者と上の権利者の当然同意に基づく申請が必要であるということになってます

ので、行政としては、その申請がなかなか出ないと正式には動いていけないと。当然

覆いまで急傾斜地をやってきた箇所につきましても、当然これ分担金条例もついて、

１０分の１ないし１０分の２の分担が出るということでございますので、当然そうい

う正式な申請があれば、事前に私も話に行っておりますので、それは早く事が進むん

ではないかというように思っておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

  それと、先ほど市の無利子融資という話が出ましたが、これは無利子の融資という

ことですが、当然借りたお金は返さなくてはいけないということになろうかと思いま

す。今の県の事業でいきますと、公有地があれば、公共道路があれば１０分の１、な

ければ１０分の２という負担になります。あとの１０分の８は、県と町が支出をする

ということになりますので、非常に少ない金額で工事はできるんではなかろうかとい

う思いはしております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  １４番中村武弘議員。 

○１４番（中村武弘君） きつい言葉で言いましたけど、現実には困っておられます。

ですから、何かいい方法をやっぱり考えてあげてください。これは要望でいいですか
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ら、よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第３項、急傾斜地の行政対応について、１４番中村武

弘議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） ここで遅くなりましたけど、休憩します。１１時１０分まで休

憩いたします。 

（休憩 午前１０時５２分） 

 

（再開 午前１１時１０分） 

○議長（中村 勤君） 休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 休憩前に続いて、建設関係、第４項、「地域維持型契約方式」

の活用について、建設産業の再生と発展のために方策の推進をについて、７番中井議

員の質問を行います。 

  ７番中井議員。 

○７番（中井元信君） 午前中最後の質問をさせていただきます。午後からもございま

せんので、最後の質問になります。「地域維持型契約方式」の活用について、建設産

業の再生と発展のために方策の推進をということで質問をさせていただきます。 

  地域の建設業者は、災害対応、インフラの維持管理等、地域社会の維持に重要な役

を担っています。しかし、多くの地域圏、地方圏において、企業体力の低下、企業の

小規模化が進みつつあることから、採算性が低く、一定の労働力や機械の確保が必要

となる地域維持事業を行える企業が減少し、このまま何の対策も講じなければ、最低

限の維持管理まで困難を生じかねないなど、将来への対応に強い危惧の念が広がりつ

つあります。 

  政府は、国交省の建設産業戦略会議が６月にまとめた提言「建設産業の再生と発展

のための方策２０１１」を踏まえ、昨年８月９日に新たな入札契約適正化指針を閣議

決定をしました。具体的には、複数の種類・工区の地域維持事業をまとめた契約単位

や、複数年を契約単位とする「包括発注」、地域維持事業の実施を目的とした建設業

者で構成する「地域維持型建設企業体（ＪＶ）」の活用を打ち出したところでありま

す。 
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  しかし、本年、４７都道府県、１９政令市を対象とする３月５日での同省による調

査では、全体の８割以上の自治体が新たに導入した地域維持型契約方式を活用してい

ないことが判明しました。今後ますます増加が見込まれる社会資本の維持管理等も含

め、担い手である地域建設事業の持続的な体制確保に資する「地域維持型契約方式」

の有効的な活用が期待されます。地域の実情に応じた取り組みは、地域経済の活性化

はもとより、地域社会の安心・安全に極めて密接につながる重要な政策課題と考える

が、いかがでしょうか。 

  また、本町における建設事業者の現状と社会資本等の持続可能なまちづくりに向け

た本町行政の基本的な考え、また担い手となる地域建設事業者育成への考えを伺いま

す。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  建設部長。 

○建設部長（森島正二君） ７番中井議員の一般質問、地域維持型契約方式の活用につ

いて、建設産業の再生と発展のために方策の推進を、についてお答えをさせていただ

きます。 

  長年にわたる公共投資の縮小によって、地域の建設企業が疲弊をし、特に地方圏に

おいては、災害対策、除雪、インフラの維持管理といった採算性が低く、かつ一定の

労働者や機械の確保が必要となる地域維持事業の担い手が減少しつつあるという現状

から、国土交通省の建設産業戦略会議が平成２３年６月にまとめた提言を踏まえ、公

共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針を平成２３年８月９日

に閣議決定をされております。 

  この適正化指針の中で災害対策や除雪、インフラの維持管理といった地域維持事業

の担い手を確保するための新たな契約方式として、地域維持型契約方式の導入が提言

をされております。これは地域維持業務にかかわる経費の積算において、事業の実施

に実際に要する経費を適切に計上するとともに、地域維持事業の担い手の確保が困難

となるおそれがある場合には、人員や機械等の効率的な運用と必要な施工体制の安定

的な確保を図る観点から、地域の実情を踏まえつつ、次のような契約方式を活用する

ものでございます。 

  契約方式でございますが、２点あります。まず１点目でございますが、複数の工種
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や工区の地域維持事業をまとめた契約単位や複数年の契約単位とするなどして、従来

よりも包括的に一つの契約とする方式でございます。 

  ２点目は、実施主体を迅速かつ確実に現場へアクセスすることが可能な体制を備え

た地域精通度の高い建設業者とし、必要に応じ、地域維持事業の実施を目的に、当該

建設業者で構成される建設共同企業体などとする方式でございます。 

  また、これらを踏まえた地域維持型契約方式を導入する自治体は、平成２３年３月

の国土交通省の調査によりますと、１１道府県、１政令市が導入し、約１８％の導入

率となっております。今後ますます増加が見込まれる社会資本の維持管理等も含め、

担い手である地域維持事業の持続的な体制確保に資する地域維持型契約方式の有効的

な活用が期待をされるものでございます。 

  当町におきましては、主に指名競争入札による契約する方式を採用していますが、

現在、この入札の参加資格者名簿に登録している町内の業者は、土木一式工事では

１９社、建築一式工事では６社がございます。 

  指名業者の選定につきましては、建設工事指名業者等選定規定に基づいて、工事の

種類、金額、業者の資格審査による格付などにより選定をしておりますが、地域産業

の育成等の観点から、町内業者を優先をして選定するようにしております。 

  また、町道の全路線の維持補修契約と町内にあります県道７路線の維持補修契約に

つきましては、道路補修、道路清掃、緊急パトロール等の業務について、包括的に契

約をしております。 

  当町においても、地域の維持管理等が将来にわたって持続的に行われるよう、入札

契約制度において地域維持事業の担い手確保に資する工夫を今後も行ってまいりたい

と考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ７番中井議員。 

○７番（中井元信君） 御答弁ありがとうございました。 

  府中町の場合、都市部に近く、また人口密集地でもあり、そうした建設業者の方が、

極めて優秀な建設業者の方だと思うんですが、存在するということで、一応地域の基

盤整備並びに維持管理については、達成されるんではないだろうかというそういう期

待感を持ちました。 
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  ただ、日本は災害大国と言われるように、いつ、いかなるときに大災害に見舞われ

るかもわからないという、そういう常に不安な状況に置かれているのが現状だと思い

ます。先ほどの御答弁の中にも５４カ所の危険箇所があるというふうな答えがありま

した。そうした災害が起きたときに、直ちに赴いていただき、そういう土砂崩れなり、

何なりの整理に当たってくださるのが、まず第１番目に建設業者の方であると、その

ように聞いております。また、そういう防災訓練のときにでも、そういった業者の方

が重機を使って本当に素早い作業で土砂を撤去されるという姿を見たときに、すごく

頼もしい感じを受けるわけですが、２００８年の岩手、宮城の内陸地震のときに、地

元建設業者の約４割が発生後２時間以内に機材提供などの初動対応をとったと、その

ように言われております。 

  また、このたびの東北大震災におきましても、三陸沿岸部の救援ルートを確保する

ために、国土交通省が打った「くしの歯作戦」というのがあるそうですが、その作戦

のもとに、地元建設業者などと一体となった復旧作業で、震災の４日後の３月１５日

に沿岸部につながる１５本の道路が通行可能になったと、そのように言われておりま

す。一番先に自衛隊が入ったのではないかと、そういうふうに言われてますが、実際

にはそうではなくて、現実に道路を車が通れる状態にしてくださったのは、建設業者

の方であるということを知ったわけです。まず、初動がとれるそのときに地域にそう

した建設業者の方がおるということ、あるということは、大変に町民にとっても安

心・安全の担保になると、そういうことがうかがえると思います。 

  そこで、何が言いたいかといいますと、この災害時に、これはちょっと部局が離れ

るかもわかりませんが、きめ細かな対応をしていくという点で、そうした緊急時に備

えて、具体的に災害の個別な土砂崩れ、架橋が落ちた、水害によってそういう水があ

ふれてるというふうな状況、場面に応じて、そういった業者、建設事業者の方との個

別のそういう取り決めが行われると、極めて有効に働くというふうに言われておりま

す。そうした災害時の協約というのはしておられるとは思いますが、具体的なそうし

た取り決めですね、そうしたものをされておるのだろうかという、もしおらないので

あれば、きちんとした対応が個別にできるように体制を組むべきではないかなと、そ

ういうふうに思うわけですよね。だから、そうした点でもし答えがあればいただきた

いと思います。 

  そしてもう一つは、戦後１９６０年代を中心に、すごい社会資本整備が行われて、
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それが今だんだん、だんだんと老朽化をしていき、鉄筋においては５０年をすれば、

鉄筋コンクリートの構造物はもうほとんど危険な状態にさらされると言います。そう

した社会資本が老朽化をしておる、老朽化しておる社会資本をどう維持管理をしてい

くのかというそういうトータルな、経年効果的なそういう維持をしていくためのプラ

ンといいましょうか、ロードマップといいましょうか、そういったものが府中町では

ちゃんとあるのだろうか、その点についてもう一つお伺いをしたいと思います。 

  これからいろいろと地震等の危険についても言われておりますし、これから梅雨時

期に向かってゲリラ豪雨のようなものもありましょうし、梅雨時期のそういう高潮、

大潮、そういった危険にもさらさられると思いますけども、そうした中で社会資本が

老朽化して、いつ何があってもおかしくないというような状況の中で構造物が守れる

のかという、そうしたものに対してきちんとした計画的な、効率的な、そうした維持

管理をしていく、そういう計画みたいなものをちゃんと持っておられるのだろうかと

いうことについて、ちょっともう一度質問させていただきます。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） まず、災害が発生したときに、業者の方に緊急に出動

していただくという協定書のほうを締結しておりますので、それに基づいて早急にそ

の現場に行っていただくといった体制をつくっております。労働協定については、私

のほうからは以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  建設部長。 

○建設部長（森島正二君） 再質問で２項目めの質問でございます。 

  今後維持的な経費が非常にかかってくるということの中から、修繕計画等は持って

いるのかということでございます。これにつきましては、去年は橋の修繕計画も作成

し、またポンプ場等の修繕計画も作成をしております。 

  また、道路等の維持管理でございますが、これは建設課のほうで維持修繕計画とい

う計画をつくっております。この計画に沿って基本的にはできるだけ使って、また最

終的には非常に傷んだところからやらなくてはいけない箇所を選定して、それを基本

的には町の実施計画へのせていくということで、今考えておるということでございま
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して、計画を作成し、それに基づいてまた計画的に維持修繕を行っていくということ

で今やっておるということでございます。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  ７番中井議員。 

○７番（中井元信君） 御答弁ありがとうございました。 

  生活環境部長のちゃんと契約を結んでいるという、協定を結んでいるということで

ございました。ただ、僕が言いたかったのは、個別の事案に対してどういう個別に対

応できるような体制を組むために、何かの契約、協約が必要なのではないでしょうか

みたいなことをちょっと言わせていただいたんですが、それは結構です。 

  世界に例を見ないスピードで高度経済成長の中で社会資本が形成されて、今世界最

高のスピードでそれが老朽化しているというそういう現状があるようでございます。

そうした中で安心を担保していくためには、社会資本というものが次世代に良好な状

態でつないでいかなければならないという、そういう使命が行政にはあるんだろうと

思います。良質な社会資本を次世代にきちっとつないでいくために、これからいろん

な国、県のそうした社会資本整備に対する補助金なり交付金なりが、また国債なりが

どういう形で出てくるかもわかりませんが、そうした国、県の動きをきちっと見てい

ただいて、いつでもきちっと対応ができるようなそういう体制をつくっていただきた

いと思います。 

  その点で、これは要望になりますけども、これから今、長いデフレの中で社会資本

整備がおくれ、建設業者の方の数っていうのはそう減ってはないそうですけれども、

労働条件が極めて厳しい様子でございます。そうした中で、大きな国の動きとしても、

政策的に経済を、景気を回復し、また雇用を促進していくというふうな方向性の中で、

新しい政策が打ち出されようしておりますので、その辺をしっかり見据えていただい

て、ちゃんと対応できるような体制で臨んでいただきたいなと、これは要望でござい

ますけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第４項、「地域維持型契約方式」の活用について、建

設産業の再生と発展のために方策の推進をについて、７番中井議員の質問を終わりま

す。 
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  以上で、建設関係の質問全部を終わります。よって、日程第２、一般質問を終わり

ます。 

  次に参ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第３、議員提出第２号議案、無免許運転に対し抑止効果の

ある法改正を求める意見書についてを議題に供します。 

  提出者の説明を求めます。 

  １５番西山議員。 

○１５番（西山光雄君） 議員提出第２号議案、平成２４年６月１５日。 

  府中町議会議長中村勤様。 

  提出者、府中町議会議員、議長を除く皆様にいただいております。 

  無免許運転に対し抑止効果のある法改正を求める意見書について。 

  このことについて、府中町議会会議規則第１２条の規定により提出します。 

  ことし４月２３日に京都府亀岡市で無免許の少年が運転する軽自動車が集団登校中

の児童等の列を後ろからはね、小学生ら３人が死亡し、７人が負傷するという痛まし

い事故が起きました。亡くなられた方の御冥福と負傷された方の一日も早い回復を心

からお祈りするところでございます。 

  日本中を驚かせたこの事件において、無免許かつ長時間睡眠をとらない状態で運転

し、居眠りによる事故を起こした少年に対し適用されたのは、刑罰の重い危険運転致

死傷罪ではなく、自動車運転過失致死傷罪でした。 

  無免許運転や居眠り運転が危険運転致死傷罪の構成要因でないことが理由とされて

いますが、その条文の「その進行を制御する技能を有しないで自動車を走行させ、よ

って人を死傷させた」における「制御する技能を有しない」とは、市民感覚では明ら

かに無免許運転を含めるものと感じられます。 

  危険な無免許運転が取り締まりを受けることはもちろんのことですが、これによっ

て起こされる事故についても、より重い罪に問うことができるようにすることで、も

って無免許運転に対する抑止効果を伴った法の運営ができるよう、所要の法改正を求

めます。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  平成２４年６月１５日。 

- 30 - 



  広島県安芸郡府中町議会。 

  衆議院議長 横路孝弘様、参議院議長 平田健二様、内閣総理大臣 野田佳彦様、

総務大臣 川端達夫様、法務大臣 滝 実様、国家公安委員会委員長 松原 仁様。 

  以上です。 

  きのうの新聞ですと、この亀岡の暴走の件で地検はやはり過失でないと、起訴した

わけですよね。これに対して、今まで亀岡の人たちは２１万人の人の署名を集めて、

危険運転致死罪を適用するようにやったわけですよね。にもかかわらず、やはり地検

はそれを立証できないとか、なってしまうんです。このたぐいは物すごく最近多くな

りまして、ちょっと新聞で申しわけないんですけれども、たしか昨年１１月２８日も

愛知県の第２東名高速道路ですね、乗用車にトラックが追突したんですけども、トラ

ックの運転手は事故の数時間前、長時間にわたって缶ビールやチュウハイを飲んどる

わけですね。これでブレーキもかけずに突っ込んでも危険運転致死罪にはならないと

いう、こんな不合理な法律がどこにあるんかなと。もともと福岡、博多で橋の上から、

後ろからビールを飲みながら車を運転して、片足を上げとったそうですが、インパネ

に、それでぶつかって、その人たちを川の中に落として、それでもならない。それを

受けて罰則は重くなったわけですけれども、何らこれでは解決は何もしません。です

から、過失で問われたら、最高今７年ですから、何人人を殺しても７年で出てこれる

んですよ。これは私は親だったらかたきをとりたいですよ。 

  今回自分も久しぶりに意見書を出しましたけれども、こういった事故が起きるたび

に、自分のこの怒りをどこへ持っていきゃあええんかというのは、つくづくずっと思

っております。意見書を出して私自身も感じとったのは、効果があるんかどうかいう

のが私も思っております。しかし、自分らの道でできることはこれしかないですよ、

意見を。国会へ提出する、国へ提出するしかないんですね。本当に怒りで震えますけ

れども、ぜひともやっぱり国は地方の声、そして犠牲者になられた人の声を聞くべき

だと私は思います。 

  ７月９日に自動車総連の大会で東京に行って、国会議員は恐らく１５０名ぐらいは

来ると思うんで、私はそういった法務関係の人に聞いてみようと思うんです。地方の

意見書はどこでどうなりよるんか、だれがどうしてくれるんか、ぜひ私はこれ聞いて

帰りたいと思います。 

  長くなりましたけど、以上で終わります。ありがとうございました。 
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○議長（中村 勤君） 本案については、提出者は全員でございますので、質疑ござい

ませんね。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 討論もございませんね。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） それでは、お諮りします。 

  日程第３、議員提出第２号議案、無免許運転に対し抑止効果のある法改正を求める

意見書については、討論を省略し、原案のとおり決したいと思いますが、御異議ござ

いませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議なしと認めます。よって、無免許運転に対し抑止効果の

ある法改正を求める意見書については、原案のとおり可決することに決定いたしまし

た。 

  次に参ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第４、議員提出第３号議案、「緊急事態基本法」の早期制

定を求める意見書についてを議題に供します。 

  提出者の説明を求めます。 

  ９番梶川議員。 

○９番（梶川三樹夫君） 議員提出第３号議案、平成２４年６月１５日。 

  府中町議会議長中村勤様。 

  提出者は議長を除く全員の議員となっております。 

  「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書について。 

  このことについて、府中町議会会議規則第１２条の規定により提出いたします。 

  では、この意見書を読ませていただきます。 

  「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書。 

  昨年３月１１日に発生した東日本大震災における我が国の対応は、当初「想定外」

という言葉に代表されるように、緊急事態における取り組みの甘さを国民の前に露呈

する結果となり、国民の安全を守るための法律の不備が指摘されている。世界の多く

の国々は、今回のような大規模自然災害時には「非常事態宣言」を発令し、政府主導
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のもとに震災救援と復興に対処しているが、我が国のように平時体制のまま国家的緊

急体制を乗り切ろうとすると、被災地で初動活動にさまざまな支障を来し、その結果、

さらに被害が拡大することになる。 

  また、近年では、尖閣諸島沖における中国漁船衝突事件、ロシア官僚によるたび重

なる北方領土への訪問、北朝鮮による核ミサイルの脅威など、自然災害以外にも国民

の生命、財産が脅かされる事態が発生している。 

  よって、国においては、今後想定されるあらゆる事態に備え、「緊急事態基本法」

を早急に制定するよう強く要望する。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  提出先ですが、衆議院議長 横路孝弘様、参議院議長 平田健二様、内閣総理大臣 

野田佳彦様、法務大臣 滝 実様、防衛大臣 森本 敏様。 

  以上でございます。 

  今の日本の国の体制というのが、平時体制のままの国家的緊急態勢を乗り切ろうと

してるということで、非常に初動活動にいろんな支障を来してるということでござい

ます。これからどんなことが起きるかわからないこの日本でございますので、この緊

急事態基本法のその制定は早急にすべきであるということで提出させていただきまし

た。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 本案については、提出者は全員でございますので、質疑はござ

いませんね。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 討論もございませんね。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） それでは、お諮りします。 

  日程第４、議員提出第３号議案、「緊急事態基本法」の早期制定を求める意見書に

ついては、討論を省略し、原案のとおり決したいと思いますが、御異議ございません

か。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議なしと認めます。よって、議員提出第３号議案、「緊急

事態基本法」の早期制定を求める意見書については、原案のとおり可決することに決

定いたしました。 
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  次に参ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第５、議員提出第４号議案、「防災・減災ニューディー

ル」による社会基盤再構築を求める意見書についてを議題に供します。 

  提出者の説明を求めます。 

  ７番中井議員。 

○７番（中井元信君） 議員提出第４号議案、平成２４年６月１５日。 

  府中町議会議長中村勤様。 

  提出者、府中町議会議員中井元信初め１６人の議員の多数の議員の皆様の賛同をい

たしました。ありがとうございます。 

  「防災・減災ニューディール」による社会基盤再構築を求める意見書について。 

  このことについて、府中町議会会議規則第１２条の規定により提出します。 

  「防災・減災ニューディール」による社会基盤再構築を求める意見書。 

  １９６０年代の高度経済成長期から道路、橋梁、上下水道など社会資本の整備が急

速に進みました。高度経済成長期に建築されたものは現在、建築後５０年を迎え、老

朽化が進んでいます。 

  国土交通省の「道路橋の予防保全に向けた有識者会議」は、提言（平成２０年

５月）の中で、「２０１５年に６万橋が橋齢４０年超」となり、建築後５０年以上の

橋梁が２０１６年には全体の２０％、２０２６年には同４７％と、約半数にも上る現

状を提示。経年劣化により「劣化損傷が多発する危険」を指摘しています。今後、首

都直下型地震や三連動（東海・東南海・南海）地震の発生が懸念される中で、防災性

の向上の観点からも、社会インフラの老朽化対策は急務の課題と言えます。 

  災害が起きる前に、老朽化した社会資本への公共投資を短期間で集中的に行うこと

によって、全国で防災機能の向上を図ることができます。と当時に、それは社会全体

に需要を生み出すこともできます。つまり、防災・減災と経済活性化をリンクさせた

諸施策の実施が可能なのです。 

  一方、景気・雇用は長引くデフレと急激な円高によって極めて厳しい状況が続いて

おり、そのために必要な政策が需要の創出です。そこで、公共施設の耐震化や社会イ

ンフラの再構築が、雇用の創出に必要な公共事業として潜在的需要が高くなっている

と考えます。 
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  よって、政府におかれては、国民と日本の国土を守り、安全・安心な社会資本を再

構築するため、防災・減災対策としての公共事業を緊急かつ集中的に行い、経済の活

性化や雇用創出に資する防災対策の実施を強く求めます。 

記 

  一、道路や橋梁、上下水道、河川道、港湾など、老朽化が進み更新時期が近づいて

いる社会インフラを早急に点検・特定し、維持・更新のための公共投資を積極

的かつ集中的に行うこと。 

  一、電気、ガス、水道、通信などのライフラインの共同溝化・無電柱化を促進し、

都市の防災機能の向上を図ること。 

  一、地域の安全・安心のために、学校等の公共施設や病院・介護等の社会福祉施設

など地域の防災拠点の耐震化及び防災機能の強化を推進すること。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  平成２４年６月１５日。 

  広島県安芸郡府中町議会。 

  提出先は、内閣総理大臣 野田佳彦様、経済産業大臣 枝野幸男様、国土交通大臣

羽田雄一郎様、厚生労働大臣 小宮山洋子様、文部科学大臣 平野博文様。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） 以上で提案説明を終わります。 

  続いて、質疑を行います。 

  質疑ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 質疑はないようでございますので、討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） それでは、これより採決を行います。 

  ただいまの出席議員１８名で、採決に加わる者１７名でございます。 

  お諮りします。 

  本案は原案のとおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中村 勤君） 賛成多数でございます。よって、日程第５、議員提出第４号議

案、「防災・減災ニューディール」による社会基盤再構築を求める意見書については、
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原案のとおり可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第６、議員提出第５号議案、消費税増税に反対する意見書

についてを議題に供します。 

  提出者説明を求めます。 

  １２番林議員。 

○１２番（林  淳君） 消費税増税に反対する意見書について。 

  府中町議会議長中村勤様。 

  このことについて、府中町議会会議規則第１２条の規定により提出いたします。 

  消費税増税に反対する意見書。 

  政府は「消費税増税法案」を国会に提出し、今国会中に成立させようとしています。

社会保障のためと言いながら、医療費の窓口負担を引き上げ、年金の削減、社会保障

の切り下げと一体に、消費税を２０１４年に８％、翌１５年には１０％にまで引き上

げるというものです。 

  国民世論は「消費税の増税に反対」が日を追ってふえ、最近の世論調査では「今国

会で採決しなくてもよい」が５２％となるなど、「これ以上、家計のどこを切り詰め

て暮らせというの」「これ以上の増税、店を閉めるしかない」「消費税が増税されれ

ば、仕事もなくなり、職を失うことになる」と、切実な声が高まっています。 

  この不況下で増税すれば、国民の消費はさらに落ち込み、被災地を初め、全国の地

域経済は大打撃を受けます。とりわけ、価格に税金分を転嫁できない中小業者の経営

を追い込み、消費税増税倒産や廃業がふえることは必至です。そこで働く人々の賃金

抑制と雇用不安につながり、自治体財政にも深刻な打撃を与えます。１９９７年に消

費税を増税したときの経験から、国全体としても税収が減収するという悪循環は明ら

かです。 

  消費税はそもそも「高齢化社会を支える福祉の財源にする」といって導入されまし

たが、年金制度改悪、医療費負担増など、社会保障は年々悪くなる一方です。消費税

は低所得者ほど負担が重い、弱い者いじめの税金であり、社会保障の財源としてはふ

さわしくありません。財政再建の財源としては、税金の使い方を国民の暮らしと福祉

優先に切りかえ、法人税の見直しや不要不急の大型公共工事の見直し、負担力のある
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大企業・高額所得者・資産家に応分の負担を求めることなどが必要と考えます。 

  住民の暮らし、地域経済、地方自治体に深刻な打撃を与える消費税増税に反対しま

す。 

  以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  平成２４年６月１９日。 

  内閣総理大臣 野田佳彦様、総務大臣 川端達夫様、財務大臣 安住 淳様。 

  広島県安芸郡府中町議会。 

  私は若干この反対する理由について、私見を述べさせていただく機会を与えてもら

いたいと思います。 

  その第１は、消費税は８９年に導入されました。２３年たちます。その間国民が支

払った消費税は２３８兆円です。ところが、いつもそうなんですが、消費税を上げる

たびに実は法人税を下げてるんですね。この２つはパートナーみたいな状態なんです。

そして、その法人税の減税は２２３兆円。すなわち、２３８兆円福祉、社会保障のた

めに使うといったところが、そして２３８兆円集めたお金はほとんど、１５兆円だけ

ですね、そちらに回ったのは。ほとんどは法人税の減税に使われた。よく政府は善良

な納税者というふうに言いますけれども、一口に言えば、このことは善良な納税者は

だまされた、物の見事に、ということが言えるんじゃないかと思います。 

  ２つ目に言いたいのは、消費税が導入されてから２３年間、その間いろいろ大きな

谷間、山場がありました。一つは、９１年のいわゆる土地バブルがはじけたときです

ね。あのときこういうことが起きたのを覚えてます、皆さん。アメリカ政府、日本経

団連が不景気になるから、なってたんですけども、公共工事を赤字国債を発行しても

いいからやれって言うんです。そのときの金額が何と１０年間だけど、４３０兆円で

すよ。それに唯々諾々と国は従いました。３年後にどうなったか。６３０兆円、これ

を公共事業に出せっていうんですね。これも政府は従いました。それらが全部今赤字

国債ですよ。 

  もう一つ大きかったのは、これも皆さんよく覚えてると思うんだけど、土地バブル

が弾けた後、銀行が物すごい不良債権を抱えたんですね。これは解決する機構までつ

くって国は対応しましたけど、そのときに使ったお金が、銀行救済のために使ったお

金が７０兆円ですよ。こういう金が実は全部赤字国債になってきているんです、今。

約１，０００兆円と言われております。 
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  そうすると、一言で言いますと、大企業、とりわけ法人税、それを救済するために

赤字国債を出して、それは国民の借金になった。大企業支援のために使ったお金です。

大企業、今特徴的なことを言いますけど、一つは、内部留保が２６６兆円といいます

から、日本の国家予算が今度実質的には９６兆円と言われてますけども、表は９２兆

円ぐらい出てるんですかね。何倍になるんですか。大企業がためた金が２６６兆円。 

  それだけじゃないんです。お気づきの方がいるかもわからないけど、日本の海外純

資産は２５０兆いうのが出ましたけれども、純資産というのは、日本が海外へ投資す

るでしょう。アメリカやドイツが日本に投資をしてます、それを差し引いたものです。

だから、実際に日本の主として財界、大金持ちのお金ですけども、海外へ出てる金は

５５０兆円です。そうすると、皆さんちょっとつじつまが合うじゃないですか。その

２つを上げただけで７００兆円を超えるわけですけども、結局つけかえたんですよ、

国民に借金、それらを財界に、それが実はその柱になったのが消費税なんですね。 

  第３点に言いたいのは、今度「税と社会保障の一体改革」という名前で出ました。

町長もちょっと触れられたけども、税がっておっしゃるけども、税は消費税だけじゃ

ありません。柱になってるのはやっぱり所得税ですね、それから法人税、今では消費

税ですが、そういう税は一切触れないで消費税一本でいったんですね。しかも、御存

じのように、国民のほうも税金も改革する、社会保障制度も改革するんならいいんじ

ゃないかと思って期待してたら、大部分はここのところどたばたやってますけど、大

部分は先送りですね。国民会議なるものを今からつくるんですね、有識者会議みたい

なんで、そういう組織をつくって、そこで検討してもらうみたいなことになっちゃう。

そうすると、何が残ったかというたら、消費税の５％引き上げて１０％にする。

１３兆５，０００億円と言われてますけども、それだけが今残ってるんです。しかも、

パートナーである法人税はもう１１月に下げましたよね。もう下げてるんですよ。

３０％から２５．５％っていうのをもう既にやっちゃったんです。あとはだから消費

税を上げるだけです。それは先ほど読んだように、大変な大打撃を国民に与えるとい

うふうに思ってます。恐らく今、若干５２％の人たちが反対してるって言いますけど、

この１週間ぐらいの間にステーション、それから朝日新聞なんかのデータを、世論調

査を見ますと、もういずれも７０％ですね、反対が。ここ急激にやっぱり世論が高ま

って消費税反対という声が大きくなっている。それは府中町の町民も同じ思いだろう

と思います。そういう意味でも、ぜひこの切なる町民の声を代表して町議会からも国
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会へ、総理、関連する閣僚の人たちに、ぜひとも意見書を届けたいというふうに思い

ます。 

  以上で提案を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村 勤君） 以上で提案説明を終わります。 

  続いて、質疑を行います。 

  質疑ありますか。 

  １６番西議員。 

○１６番（西 友幸君） 今の私も極端に反対というわけではございませんが、今消費

税反対と言われて、数がふえてると言われてるんですが、私はちょっと意味が違うと

思うんですよね。例えば議員削減とかいろんなことを先にやってから、それで消費税

をやってくれいうんが、私は大体その意見ではないかと思っております。 

  それに、今何とか上げておかないと、私どもの子供とか孫子の時代が大変に、もう

年金もう枯渇してきとるわけなんです。どっかで上げていかないと私は大変ことだと

思っております。 

  さらには、フランスなんかは、すごいそういった消費税に近い形のものを取っとっ

とるわけなんですね。日本なんかまだ５％ですね、今ね。もうフランスなんかすごい

ですよ、数十％いってますよ。それで、フランスは子供政策でもすごく若い人が子供

を生んで成長しとるわけなんですよね。私は極端な反対ではないですが、消費税反対

しとるいう意味は、ちょっと私は勘違いされとるんじゃないかと思います。いろんな

ものを先にやってから、そして消費税を上げという意見が私は多いじゃないかと思う

てます。反対とちょっと意味違うんじゃないかと思っておりますので、そこらを意見

させていただきます。 

○議長（中村 勤君） 林議員、世論調査について、どのように思われるか、ちょっと

説明をしてあげてください。 

○１２番（林  淳君） そうですね、最近の調査っていうふうに言ったのは、実は朝

日と、ステーション、テレビ朝日ですね、あれを見ますと、確かに真っすぐに反対と

いうんじゃなくて、今国会は見送りなさいというものを含んで７２％と、７６％でし

た。ただ、近年だんだんそういう声が高まってきてまして、この反対の意見書の中に

は５２％というふうに書いていますけど、これはやっぱり若干少し前の数字なんです

ね。だから、大ざっぱに言うと、私はよくわからないという回答を除くと、２対１の
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割合で反対が多いと、大ざっぱな私の理解はそういうふうな状態になってるのが世論

調査の傾向だと言えると思います。 

○議長（中村 勤君） ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 以上をもって質疑を終わります。 

  討論ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） ないということでございますので、これより採決を行います。 

  ただいまの出席議員１８名で、採決に加わる者１７名でございます。 

  お諮りします。 

  本案は原案のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（中村 勤君） 賛成少数でございます。よって、日程第６、議員提出第５号議

案、消費税増税に反対する意見書について、否決決定いたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 以上で、今定例会に付議された案件の審議はすべて終了いたし

ました。 

  ここで町長がごあいさつしたいと申し出ておられますので、許可します。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） ６月定例議会閉会に当たりまして一言お礼を申させていただ

きたいと、このように思います。 

  ５日間の日程ということでございましたが、１３議題を提起、それぞれお認めをい

ただきました。と同時に、１３問にわたる一般質問ということで、いろいろと貴重な

御意見をちょうだいいたしました。大変な時代でございますが、今後さらにまた皆さ

ん方と論議をいたしながら、より住民の皆さん方におこたえをしていきたいと、この

ように思っております。引き続きよろしくお願いをしておきたいと思います。 

  それと、１点ほどこの際報告をさせていただきたいと、つい先般いろいろ御意見を

ちょうだいいたしまして、きょうは即座にやります。 

  といいますのは、都市計画道路青崎池尻線の整備に関する地元説明会の状況につき

ましては、さきの常任委員会において報告をいたしましたが、昨日、広島県西部建設
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事務所の職員が来られまして、この事業を前倒しをするとの説明をいただいた。詳し

くは１年９カ月前倒しということになりますが、これにより当初計画を比較しまして、

今言いましたように、９カ月程度事業が前倒しされるということとなりました。 

  また、用地買収を進めながら、町道と町道を結ぶ区間で供用開始が見込まれる部分

に関しては、全線の用地買収が完了していなくても道路整備を行い、部分的な使用が

可能となるよう整備計画を策定するとのことでございます。地元町内会との協議の場

を設け、事業が円滑に進むよう、協議会の設置も検討されているとのことで、目標と

して全線開通は平成３１年度の予定とお聞きをさせていただいておることを報告をさ

せていただきたい。 

  以上でございます。どうも今定例会いろいろお世話になりました。ありがとうござ

いました。 

○議長（中村 勤君） これをもって平成２４年第２回府中町議会定例会を閉会いたし

ます。御苦労さまでございました。 

（閉会 午後 ０時０９分） 
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